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はしがき

「在欧州･トルコ日系製造業の経営実態」調査は、1983 年の第 1 回以来〔※〕、22 回を

数えた。今回の調査（2006 年 1～2 月）では、西欧 16 ヵ国、中･東欧 8 ヵ国、トルコを対

象として、各国の経営の現状や見通し、経営上の問題点、原材料等の調達、販売先、生産

体制、EU環境規制の影響などについて調査した。

2005 年末時点で 1,008 社（西欧 818 社、中・東欧 174 社、トルコ 16 社）の日系製造業

の進出が確認された。うち、291社（西欧 284社、中･東欧 6社、トルコ 1社）が、R&D･

デザインセンターを併設して設置している。また、製造を行わず R&D･デザインセンター

のみを設置している日系企業数は、129社（西欧 125社、中･東欧 4社）であった。

また、今回の調査では、EU の環境規制が日系製造業に与える影響に重点を置いて調査

した。

本調査が長期にわたり、充実の度を加えて報告できるのはひとえに、企業の関係各位か

ら真摯な回答を頂いたからであり、ここに深く感謝申し上げる。本書が、回答頂いた企業

の皆様や欧州･トルコでの事業展開にご関心をお持ちの方々のご参考になれば幸いである。

2006年 9月

日本貿易振興機構（ジェトロ）

在欧州･トルコ ジェトロセンター･事務所

海外調査部 欧州課

海外調査部 中東アフリカ課

※98年から中･東欧を、99年からトルコを調査対象に加えた。
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調査の概要

本調査は、1983年以来、在欧州･トルコのジェトロ･センター、事務所を通じて毎年継続

的に実施しているもので、今回が 22回目となる。

１．調査目的

欧州･トルコにおける日系製造業の活動の実態を調査･分析し、その結果を提供すること

により、今後の経営戦略の立案など、日系製造業の現地事業活動の円滑化や企業進出を検

討する際の参考に資することを目的とする。

２．調査対象

西欧 16ヵ国（EU加盟 15ヵ国およびスイス）、中･東欧 8ヵ国（EU加盟 5ヵ国およびル

ーマニア、ブルガリア、セルビア・モンテネグロ）、トルコにおいて、直接出資および間接

出資を含めて日本の親会社の出資比率が 10％以上の製造業企業を調査対象とした。欧州あ

るいはそれ以外に進出している日系企業により設立された企業（孫会社）も含む。なお、

現地で法人登記を済ませているものの、操業に至っていない企業も含んでいる。

３．調査方法

回答者の電子メールアドレスに、アンケート調査フォームの画面を掲載したインターネ

ット･アドレス（URL）を通知し、この画面に直接回答を入力していただいた。ただし、一

部は郵送･ファックスにより調査票を発送し、回答結果を集計する方法を併用した。

国別･業種別進出企業数の調査は、前回（21回目）の調査結果をベースに、前回の調査

時点以降に進出した日系企業あるいは撤退した企業を、可能な限り正確に把握することに

努めた。その作業において、前回調査で把握できなかった 2004年以前に創業あるいは撤退

していた日系企業も追加、削除した。

４．調査期間

2006（平成 18）年 1～2月

５．回収状況

欧州･トルコに進出が確認された日系製造業 1,008 社のうち、本調査への協力を表明頂

いた 673社を対象に調査フォーム画面を掲載したインターネット･アドレス（URL）を電子

メールにより通知（一部、調査票の郵送･ファックスを含む）、325 社から有効回答を得た

（有効回収率 48.3％）。

６．調査結果に対する留意点

アンケートに回答した企業が、各設問にすべて回答したわけではない。比率は各設問の

有効回答数に対する値を％で表示（小数点第 2位以下四捨五入）している。このため 100.0％

に合計がならない場合がある。
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1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

英　国 36 46 57 72 95 111 122 132 140 148 158 169 179 192 205 221 225 229 234 239 241

フランス 37 44 50 60 71 79 88 92 97 104 112 126 129 136 141 150 158 161 165 168 172

ドイツ 21 23 26 29 42 54 60 65 68 70 72 76 76 78 81 81 86 87 92 95 97

オランダ 16 17 17 20 25 25 31 34 35 37 39 43 46 49 53 53 54 54 54 55 56

ベルギー 16 16 17 19 24 29 31 33 34 34 36 36 38 38 40 40 40 40 40 40 41

ルクセンブルク 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

アイルランド 2 2 2 3 5 5 7 8 9 9 12 12 13 14 14 14 14 16 16 17 18

スペイン 20 24 27 29 33 37 41 41 42 43 44 46 48 50 52 53 55 57 58 60 61

イタリア 19 19 19 22 25 33 35 35 37 40 44 47 49 51 53 54 57 58 59 63 64

フィンランド 1 1 2 2 3 4 4 4 4 5 6 7 7 7

スウェーデン 3 4 5 5 6 6 7 8 10 10 10 10 10 10 11 12 13 13 13 15 15

デンマーク 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 3 3 3 3 3 3 5 5 7 8 9

オーストリア 3 5 5 5 5 5 5 7 7 7 7 7 8 8 8 9 9 9 9 9 10

ポルトガル 4 5 5 5 5 7 7 9 10 10 12 13 13 15 15 15 16 17 17 17 17

スイス 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 4

ギリシャ 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4

西欧企業合計 181 209 234 273 342 397 441 473 498 522 557 597 622 654 687 716 744 760 779 801 818

ポーランド 2 2 5 6 9 11 14 14 18 24 31 36 42

チェコ 1 5 6 6 7 9 11 11 14 19 31 44 51 60 65

スロバキア 1 1 3 4 4 4 6 8 8 8 9 10

ハンガリー 2 2 4 7 8 9 13 16 21 29 32 36 39 43 44

ルーマニア 1 1 3 5 7 9 9 9

リトアニア 1 1 1 2 2

ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ 1 1 1 1

ブルガリア 1 1 1 1 1 1 1 1 1

中・東欧企業合計 3 7 12 16 21 27 38 44 55 72 96 122 141 161 174

トルコ 1 1 2 3 3 4 5 6 6 6 7 7 8 8 8 8 9 13 14 16 16

合計 182 210 236 276 345 401 449 486 516 544 585 631 668 706 750 796 849 895 934 978 1,008

年間設立企業数 20 28 26 40 69 56 48 37 30 28 41 46 37 38 44 46 53 46 39 44 30

対前年伸び率(%) 12.4 15.4 12.4 17.0 25.0 16.2 12.0 8.2 6.2 5.4 7.5 7.9 5.9 5.7 6.2 6.1 6.7 5.4 4.4 4.7 3.1

〔注〕本表は、2005年末に進出している日系企業（1,008社）の各設立年の年末の企業数の推移を示したものである。
　　 製造拠点のみで、単独R＆D・デザインセンターは含まない。

第1表　　在欧州･トルコ日系製造業の国別進出動向
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輸 送 用 機 器 部 品 207 123 49 23 5 2 6 14 17 3 4 74 17 35 3 14 4 1 10

化 学 ・ 石 油 製 品 112 110 24 22 14 13 11 1 8 8 1 1 2 3 1 1 2 2

一 般 機 械 107 95 27 14 23 6 3 2 2 11 5 2 12 7 4 1

電 気 ・ 電 子 部 品 107 81 22 13 13 6 4 1 6 4 4 1 2 3 1 1 26 2 8 5 10 1

そ の 他 製 造 業 91 71 21 15 7 5 4 1 6 6 2 2 1 1 19 5 7 3 2 1 1 1

電 気機 械・ 電子 機器 62 52 26 9 6 1 1 1 4 2 1 1 10 1 3 2 4

食 品・ 農水 産加 工品 55 50 10 24 3 4 1 3 1 3 1 4 1 2 1 1

精 密 機 械 55 51 16 17 9 4 1 1 1 1 1 4 1 1 2

医 薬 品 35 35 4 11 4 1 4 5 1 4 1

金 属 製 品 33 28 13 3 2 5 1 3 1 5 2 1 1 1

ゴ ム 製 品 25 17 3 5 1 1 1 2 2 1 1 7 5 2 1

輸 送 用 機 器 24 19 5 3 1 2 4 1 1 2 2 1 1 3

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 18 16 5 1 4 2 2 1 1 2 2

窯 業 ・ 土 石 16 13 5 1 4 2 1 3 2 1

衣 服 ・ 繊 維 製 品 15 15 6 6 3

非 鉄 金 属 12 9 2 2 2 1 2 3 1 2

紙 ・ パ ル プ 9 9 1 5 1 1 1

繊 維 9 8 2 1 1 1 3 1 1

医 療 機 器 5 5 2 2 1

木材・木製品（家具・ｲﾝ
ﾃ ﾘ ｱ 製 品 を 除 く ） 5 5 3 1 1

鉄 鋼 4 4 1 1 1 1

印 刷 ・ 出 版 1 1 1

家 具 ・ ｲ ﾝ ﾃ ﾘ ｱ 製 品 1 1 1

業 種 別 合 計 1,008 818 241 172 97 56 41 2 18 61 64 7 15 9 10 17 4 4 174 42 65 10 44 9 2 1 1 16

〔注〕製造拠点のみで、単独R&Dデザインセンター拠点は含まない。

第2表　在欧州・トルコ日系製造業の国別・業種別内訳（2005年末時点）



英　国 92 (27) 96 (28) 99 (30) 107 (34) 116 (39) 120 (42) 126 (45) 134 (53) 139 (56) 144 (58) 147 (61) 148 (62)

フランス 48 (6) 52 (9) 57 (10) 59 (11) 62 (12) 63 (12) 67 (12) 68 (12) 69 (12) 69 (12) 69 (12) 70 (12)

ドイツ 41 (18) 43 (19) 45 (19) 45 (19) 45 (19) 47 (19) 48 (20) 50 (20) 50 (20) 53 (21) 54 (21) 56 (21)

オランダ 15 (3) 15 (3) 18 (3) 20 (4) 20 (4) 20 (4) 20 (4) 21 (4) 21 (4) 21 (4) 21 (4) 21 (4)

ベルギー 20 (3) 20 (3) 20 (3) 22 (3) 22 (3) 23 (4) 23 (4) 23 (4) 23 (4) 23 (4) 23 (4) 24 (4)

ルクセンブルク 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

アイルランド 2 (1) 2 (1) 2 (1) 2 (1) 2 (1) 3 (2) 3 (2) 3 (2) 3 (2) 3 (2) 3 (2) 3 (2)

スペイン 26 (4) 27 (4) 28 (5) 29 (6) 29 (6) 30 (6) 32 (6) 32 (6) 32 (6) 32 (6) 33 (6) 33 (6)

イタリア 14 (6) 16 (6) 17 (7) 18 (8) 19 (9) 20 (10) 21 (10) 21 (10) 23 (11) 23 (11) 23 (11) 23 (11)

フィンランド 1 1 2 2 2 2 2 2 2 3 3 3

スウェーデン 8 8 8 8 8 8 9 10 10 10 10 10

デンマーク 1 (1) 1 (1) 1 (1) 2 (1) 2 (1) 3 (2) 3 (2) 4 (2) 5 (3) 6 (3) 7 (3) 7 (3)

オーストリア 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

ポルトガル 5 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

スイス 1

ギリシャ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

西欧企業合計 277 (69) 291 (74) 307 (79) 324 (87) 337 (94) 349 (101) 364 (105) 378 (113) 387 (118) 397 (121) 403 (124) 409 (125)

ポーランド 2 (1) 2 (1) 2 (1) 2 (1) 2 (1) 2 (1) 2 (1) 2 (1)

チェコ 1 1 1 1 1 2 (1) 2 (1) 3 (1) 3 (1) 3 (1)

スロバキア
ハンガリー 1 (1) 1 (1) 1 (1) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2)

ルーマニア 1 1 1 1 2 2 2 2

リトアニア 1 1

セルビア･モンテネグロ
ブルガリア

中・東欧企業合計 1 (1) 1 (1) 2 (1) 3 (2) 6 (3) 6 (3) 6 (3) 7 (4) 8 (4) 9 (4) 10 (4) 10 (4)

トルコ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

合 計 279 (70) 293 (75) 310 (80) 328 (89) 344 (97) 356 (104) 371 (108) 386 (117) 396 (122) 407 (125) 414 (128) 420 (129)

対前年増加数 16 (3) 14 (5) 17 (5) 18 (9) 16 (8) 12 (7) 15 (4) 15 (9) 10 (5) 11 (3) 7 (3) 6 (1)

対前年伸び率(%) 6.1 (4.5) 5.0 (7.1) 5.8 (6.7) 5.8 (11.3) 4.9 (9.0) 3.5 (7.2) 4.2 (3.8) 4.0 (8.3) 2.6 (4.3) 2.8 (2.5) 1.7 (2.4) 1.4 (0.8)

〔注〕製造拠点に併設して保有しているもの、独立の法人や研究所などのかたちで単独で存在しているものを含む。
　　  本表は、2005年末に進出している日系企業（420社）の各設立年の年末の企業数の推移を示したものである。カッコ内はうち、単独Ｒ＆Ｄ・デザインセンター拠点。

199819971996 2004200120001999 2002 2003
年末 年末 年末 年末年末 年末

第3表　R&D・デザインセンター施設を有する企業数

2005
年末年末 年末

19951994
年末 年末 年末
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欧 州 編
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2005

Ⅰ．在欧州日系製造業の概況

〔日系製造業数〕

・今回確認できた在欧州日系製造業は、西欧 818社、中・東欧 174社の計 992社(2005年末)

で、2005年中に新規進出したのは 30社（西欧 17社、中・東欧 13社）であった。

〔国 別〕

・英国が最大の 241 社。次いで、フランス 172 社、ドイツ 97 社。この 3 ヵ国で欧州全体の

進出数の 51.4％を占める。

・中・東欧で最も日系製造業が進出しているチェコ（65 社）は、欧州内で英仏独３大国に次

ぐ日系製造業の拠点となった。

〔業種別〕

・輸送用機器部品が 197 社（全体の 19.9％）と最多で、化学･石油製品 112 社（同 11.3％）、

一般機械 107 社（同 10.8％）、電気･電子部品 107 社（同 10.8％）と続く。

１．製造拠点としての重み増す中・東欧 
 
今回の調査（2005 年末）で確認された在欧州日系製造業は、西欧 818 社、中・東欧 174

社の計 992社で、2005年中に新規進出したのは 30社（西欧 17社、中・東欧 13社）であっ

た。〔図 1-1、図 1-2、図 1-3参照〕

国別にみると、英国が 241社で欧州最多である。次いで、フランス 172社、ドイツ 97社、

チェコ 65社、イタリア 64社、スペイン 61社、オランダ 56社、ハンガリー44社、ポーラ

ンド 42社、ベルギー41社となっている。

英国･フランス･ドイツの３ヵ国で 510 社となり、欧州全体の進出数の 51.4％、西欧の

62.3％を占めている。
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2005 818

2005 174

中・東欧で最も日系製造業が進出しているチェコは、欧州内で英仏独３大国に次ぐ日系製

造業の拠点となった。ハンガリー、ポーランドもイタリア、スペイン、オランダという西欧

主要国に次ぐ日系製造業の集積地となっており、中・東欧の製造拠点としての重みが増して

いる。また、新規進出先を国別にみると、ポーランド（６社）、チェコ（５社）、フランス（４

社）が上位に立つ。
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２．輸送用機器部品、化学･石油製品、一般機械、電気･電子部品の 4 業種で過半数 
 
進出企業数の多い業種は、輸送用機器部品 197 社（全体の 19.9％）で、次いで、化学･石

油製品 112 社（同 11.3％）、一般機械、電気･電子部品がともに 107 社（同 10.8％）となって

いる。この４業種で全体の 52.7%を占めている。

国・地域別にみると、英国では輸送用機器部品や一般機械、電気機械・電子機器、フラン

スでは食品・農水産加工品や輸送用機械部品、化学・石油製品、ドイツでは一般機械や化学・

石油製品、電気・電子部品が多いなどの特色がある。中・東欧では、輸送用機器部品への集

中度が高く（74 社、中・東欧への進出数の 42.5％）、電気・電子部品がそれに次ぐ（26 社、

14.9％）。ハンガリーでは輸送用機器関連と電気・電子関連がきっ抗しており、ポーランドで

は輸送用機器部品に次いで一般機械が多い。〔表 1-1参照〕

また、新規進出企業を業種別にみると、輸送用機器（自動車）部品分野で 10 社の新規進

出があり、電気・電子機器および部品（５社）、医薬品および医療機器（４社）がこれに続く。

それ以外の分野では各１～２社程度と動きが少なく、新規進出企業数がここ数年の水準を下

回ることとなった。

 第 1 位 第 2 位 第 3 位 第 4 位 

輸送用機器部品 化学・石油製品 一般機械 電気・電子部品 欧 州 

（992 社） 19.9%（197） 11.3%（112） 10.8%（107） 10.8%（107） 

輸送用機器部品 化学・石油製品 電気機械・電子機器 電気・電子部品 西 欧 

（818） 15.0%（123） 13.4%（110） 11.6%（95）  9.9%（81） 

輸送用機器部品 一般機械 電気機械・電子機器 化学・石油製品 英 国 

（241） 20.3%（49） 11.2%（27） 10.8%（26） 10.0%（22） 

食品・農水産加工品 輸送用機器部品 化学・石油製品 精密機械 フランス 

（172） 14.0%（24） 13.4%（23） 12.8%（22） 9.9%（17） 

一般機械 化学・石油製品 電気・電子部品 精密機械 ドイツ 

（97） 23.7%（23） 14.4%（14） 13.4%（13） 9.3%（9） 

中・東欧 輸送用機器部品 電気・電子部品 その他製造業 一般機械 

（174） 42.5%（74） 14.9%（26） 10.9%（19） 6.9%（12） 

チェコ 輸送用機器部品 電気・電子部品 その他製造業 一般機械 

（65） 53.8%（35） 12.3%（8） 11.9%（7） 6.2%（4） 

ハンガリー 輸送用機器部品 電気・電子部品 電気機械・電子機器 その他製造業 

（44） 31.8%（14） 22.7%（10） 9.1%（4） 6.8%（3） 

ポーランド 輸送用機器部品 一般機械 ゴム製品 その他製造業 

（42） 40.5%（17） 16.7%（7） 11.9%（5） 11.9%（5） 
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Ⅱ．在欧州日系製造業の経営の現状および見通し

・在欧州日系製造業の 2005年の営業損益は、黒字基調ながら、「赤字」が増加。

・在西欧日系製造業は６割以上が「黒字」だが、「赤字」が２割を超えた。

・在中・東欧日系製造業は「赤字」が「黒字」を上回る。
 
 

１．2005 年の営業損益見込みは｢黒字｣61％、｢赤字｣25％ 

在欧州日系製造業の 2005年の営業損益について、「黒字」を見込む企業は 60.5％（前年調

査比 2.6 ポイント減）、「収支均衡」は 14.2％（同 3.2ポイント減）、「赤字」は 25.2％(同 5.7

ポイント増)となった。

2004年（前年）に比べて 2005年の営業損益の見通しが「改善」すると回答した企業の割

合は 47.5％で、前年の 51.1％から 3.6 ポイント減少した。一方、「悪化」すると回答した割

合は 29.0％で、前年の 26.3％から 2.7ポイント増加している。欧州経済は 2003年後半から

回復過程にあるが、2004年後半から 2005年前半にかけて原油価格高騰、ドル安ユーロ高な

どのため回復ペースが鈍ったため、日系製造業の営業損益見込みにも影響を与えたと考えら

れる。

在西欧日系製造業は、「黒字」を見込む企業は 65.9％（同 1.4 ポイント減）、「赤字」は 21.1％

（同 5.1 ポイント増）となり、「赤字」が２割を超えた。

国別では、ベルギー（黒字 82.4％、赤字 11.8％）、ドイツ（黒字 77.8％、赤字 7.4％）、オ

ランダ（黒字 70.0％、赤字 15.0％）で黒字基調であるが、フランス（黒字 54.3％、赤字 25.7％）、

スペイン（黒字 59.1％、赤字 22.7％）では「赤字」の割合が高かった。

業種別では、電気・電子部品（黒字 80.8％、赤字 11.5％）、化学・石油製品（黒字 77.8％、

赤字 18.5％）で「黒字」の割合が高かったが、輸送用機器部品（黒字 59.6％、赤字 29.8％）

では「赤字」の割合が高かった。 
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在中・東欧日系製造業の営業損益は、2003 年、2004 年と黒字基調であったが、2005 年の

見込みは「赤字」（41.3％）が「黒字」（39.7％）を上回った。近年、新規進出した企業の割

合が高く、黒字転換への途上にある企業が多いことが原因として考えられる。新規進出が増

加しているチェコ（57.1％）、ポーランド（46.7％）で「赤字」の割合が高い。

 進出企業数の多い業種である輸送用機器部品（黒字 40.0％、赤字 45.0％）、電気・電子部

品（黒字 35.7％、赤字 50.0％）ともに「赤字」が「黒字」を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．2006 年の営業損益の見通しは「改善」が増加 
 

2005年と比較して、2006年の営業損益の見通しが「改善」すると回答した割合は 53.0％、

「横ばい」は 31.0％、「悪化」は 16.0％であった。前回調査と比べて「改善」の割合が 2.5

ポイント増加した一方、「悪化」は 4.8ポイント減少した。 

在西欧日系製造業では、2006 年の営業損益の見通しが「改善」すると回答した割合は

50.0％、「横ばい」は 33.9％、「悪化」は 16.1％であった。

国別では、経済が好調なスペインでは「改善」するとの回答が 63.6％にのぼり、北欧３国

（フィンランド、スウェーデン、デンマーク）でも 64.3％となっている。また、ベルギー

（58.8％）、フランス（51.4％）でも過半数が「改善」すると回答している。

業種別での「改善」の割合は、輸送用機器（76.9％）、化学・石油製品（66.7％）、電気機

械・電子機器（54.2％）で高かった一方、輸送用機器部品は 25.5％で、「悪化」が 31.9％で

上回った。 
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在中・東欧日系製造業で、2006 年の営業損益の見通しが「改善」すると回答した割合は

64.6％、「横ばい」は 20.0％、「悪化」は 15.4％であった。前回調査時と比べて「改善」の割

合が 4.2ポイント増加した一方、「悪化」は 3.5ポイント減少した。中・東欧では当面西欧を

上回る経済成長が続くと見込まれており、先行きへの期待感は強い。

 国別では、ポーランド（73.3％）、チェコ（64.3％）で「改善」と回答した企業が多く見ら

れる。業種別では、輸送用機器部品における「改善」の割合が 80.0％にのぼった。中・東欧

ではトヨタ自動車のチェコでの生産開始、スズキのハンガリーでの増産、韓国現代自動車グ

ループのチェコ、スロバキアへの進出など自動車分野での生産能力の拡大の動きが続いてお

り、需要の拡大に対する期待の強さがあらわれている。
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Ⅲ．調達･販売･生産体制

１．原材料･部品の調達（生産工程で使用する生産設備機器用部品は除く）

・三大調達先は、在西欧日系製造業が「西欧」、｢進出国内｣、｢日本｣の順で、在中・東欧

日系製造業では「日本」、「西欧」、「中・東欧」。

・今後は｢中･東欧｣、｢中国｣、「アジア（日本・中国を除く）」からの調達を拡大する方針。

（１）現在の調達先  

在西欧日系製造業の原材料･部品の主要調達先は、①「西欧」（81.3％）、②「進出国」（63.4％）、

③「日本」（61.4％）であった。「進出国」からの調達比率は低下が続いている。一方、「アジ

ア（日本・中国を除く）」、「中国」、「中・東欧」からの調達比率はそれぞれ 19.9％、16.7％、

11.0％だった。

国別の調達先の特徴は次の通り。〔図 3-1参照〕

英 国 ：｢西欧｣（83.1％）からの調達が多い。

フランス：「アジア（日本・中国を除く）」（12.1％）からの調達が他と比べて少ない。

ドイツ ：「進出国内」（77.8%）、「日本」（70.4%）からの調達が多い。

スペイン：「日本」（40.9％）からの調達が少なく、「アジア（日本・中国を除く）」（31.8％）

からの調達が多い。

オランダ：「進出国内」（50.0%）からの調達が少ない。



－15－ 

 在中・東欧日系製造業の原材料･部品の主要調達先は、①「日本」（67.7％）、②「西欧」

（62.9％）、③「中・東欧」（48.4％）であった。「中国」、「アジア（日本、中国を除く）」か

らの調達比率はそれぞれ 16.1％、14.5％だった。「中国」からの調達比率は前年比で 6.8 ポ

イント増加した。

 
（２）今後の調達方針 

在西欧日系製造業の現在の主な調達先での今後の調達方針について、「拡大・強化」する

回答が多かった国・地域は、「中国」（70.0％）、「中･東欧」（63.0％）、「アジア(日本･中国を

除く)」（51.0％）であった。「日本」からの調達は、「拡大・強化」はわずか 13.4％で、「現状

維持」が 57.0％、「縮小」は 29.5％であった。
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在中・東欧日系製造業の現在の主な調達先での今後の調達方針について、「拡大・強化」す

る回答が多かった国・地域は、「中･東欧」（73.3％）、「中国」（70.0％）、「アジア(日本･中国

を除く)」（66.7％）、「進出国」（65.4％）であった。「日本」からの調達は、「拡大・強化」は

わずか 11.9％で、「現状維持」が 40.5％、「縮小」は 47.6％であった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 将来の調達先として検討中の地域としては、西欧では、「中･東欧」（47.8％）、「中国」（35.9％）

が、中･東欧では、「進出国」（58.8％）、「中・東欧」（52.9％）、「中国」（44.1％）が上位にあ

げられており、欧州全体としては、「中・東欧」と「中国」を今後の調達先として重視してい

ることがうかがわれる。具体的な国では、「中国」が 48 件と最多で、「チェコ」（35 件）、「ハ

ンガリー」（28 件）、「ポーランド」（27 件）と続く。 
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CIS

 

２．販売先

・「西欧」向けが９割以上。 

・今後の方針としては、「中・東欧」や「ロシア・CIS」で販売拡大の動き。 

 
(１) 現在の販売先

在西欧日系製造業の現在の主な販売先は、「西欧」が最も多く（95.1％）、次いで、「進出国

内」（72.9％）、「中・東欧」（31.6％）であった。また、在中・東欧日系製造業では、「西欧」

（77.4％）、「中・東欧」（56.5％）、「進出国」（43.5％）が上位にあげられた。欧州全体では、

「西欧」（91.6％）が主たる市場で、「中・東欧」（36.6％）が次ぐ。一方、「日本」、「ロシア・

CIS」、「アジア（日本・中国を除く）」、「中国」はそれぞれ 13.6％、9.7％、5.8％、3.9％と

なっている。

（２）今後の販売方針

現在の主な販売先での今後の販売方針をみると、在西欧日系製造業では、「中・東欧」

（84.6％）、「ロシア・CIS」（89.7％）で「拡大・強化」するという回答が多いが、西欧（68.1％）、

進出国（62.4％）も６割以上からの指摘がある。また、在中・東欧日系製造業での「拡大・

強化」は、「中・東欧」（85.7％）、「進出国内」（84.6％）に次いで「西欧」（81.3％）も回答

が多い。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後拡大方針をとる具体的な国を選択国数でみると、フランスが 133 件と最も多く、次い

で、英国（125件）、ドイツ（125件）、スペイン（87件）、イタリア（80件）であった。

 また、将来の販売先として検討中の地域としては、西欧では「中・東欧」（47.5％）、「ロシ

ア・CIS」（35.0％）、「トルコ」（31.3％）が、中・東欧では「中・東欧」（68.2％）、「進出国内」
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CIS

（54.5％）、「ロシア・CIS」（36.4％）が上位にあげられている。具体的な国では、チェコが

29 件と最も多く、ロシア（28 件）、ポーランド（28 件）、トルコ（28 件）、ハンガリー（26 件）

であった。欧州全体では、市場としての「中・東欧」、さらにロシア、トルコが注目されてい

ることがうかがえる。 

３．生産体制

今後の生産体制について、「現状維持」と回答した在西欧日系企業は 45.1％、「生産拡大」

38.4％、「生産品目の見直し」19.8％、「生産縮小」8.0％、「生産拠点移転」5.9％、「撤退」

1.3％であった。
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在中・東欧日系製造業では、今後の生産体制について「生産拡大」と回答した企業は 71.0％、

「現状維持」25.8％、「生産品目の見直し」16.1％、「生産縮小」3.2％、「生産拠点移転」と

「撤退」は 0％であった。業種別では、進出社数の多い「輸送用機器部品」で、回答企業の

18社全てが「生産拡大」すると回答した。近年続いている自動車分野での生産能力拡大の動

きに対応するものと思われる。

新規生産拠点設置検討の有無については、回答企業 296社の 15.9％にあたる 47社（西欧

40社、中・東欧７社）が「検討中」と回答。業種別では、輸送用機器部品（10社）、化学・

石油製品（７社）、電気機械・電子機器（６社）、プラスチック製品（５社）が多い。設置先

としては、ポーランド 14 件、チェコ 13 件、ハンガリー12 件、スロバキア７件など「中・

東欧」が中心となっている。
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Ⅳ．経営上の問題点

・西欧では、原材料・部品調達「コスト」と「労働コスト」が経営上の問題

・中・東欧では、「人材確保」と貿易制度・手続き上の「煩雑な行政手続き」と「ビザ・労働

許可」が課題

 

経営上の問題点については、西欧、中・東欧でそれぞれ異なった傾向を見せているが、欧

州全体としては、総じて労務、原材料・部品調達、為替変動、ビザ・労働許可、CE マーク

への対応が主な問題であるといえる。
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西欧の日系製造業からは、「原材料・部品調達、コスト」（60.7％）、「労務問題、労働コス

ト」（57.0％）、「金融面、為替変動」（51.2％）が経営上の問題点として多く指摘された。

 コストにかかわる問題が筆頭に挙げられているが、中・東欧諸国の EUへの統合が進む中

で、これら諸国と比べてのコストの高さが西欧において強く意識されていることがうかがわ

れる。原材料・部品調達のコストについては英国（回答企業 83社中 60社）、ドイツ（25社

中 16社）で、労働コストについては、ドイツ（25社中 17社）、オランダ（18社中 12社）、

アイルランド（12社中 8社）、英国（83社中 51社）での指摘が多かった。

 為替変動については、ユーロ圏外の英国（83社中 51社）のみならず、オランダ（18社中

11社）、ドイツ（25社中 14社）、スペイン（22社中 12社）などユーロ圏内でも指摘が多い。

ユーロ、ポンドなどの欧州通貨がドル、円などに対して高止まりしており、欧州域外企業と

の競合で影響しているようだ。

また、上記３点に続いて「労務問題、労働力の質」（37.6％）、「労務問題、人材確保」（34.3％）、

「原材料・部品調達、品質」（31.4％）、「原材料・部品調達、納期」（31.4％）が問題点とし



－22－ 

て指摘されており、コスト以外でも労務、原材料・部品調達にかかわる諸点が在西欧日系製

造業にとって懸案となっている。「労働力の質」については、英国（83社中 50社）、オラン

ダ（18 社中 10 社）での指摘が多い。アイルランドでは「労働力の質」（12 社中６社）に加

えて「人材確保」（12社中７社）を挙げる声が多い。また、スペインで「組合・ストライキ」

（22社中 14社）の指摘が際立って多くなっている。

このほか、「規格・基準・認証、規制、CE マーク」（30.6％）、「投資制度・手続、ビザ・

労働許可」（29.8％）の指摘が上位に来ている。

中・東欧の日系製造業で問題点として指摘されたのは、「労務問題、人材確保」（67.7％）、

「貿易制度・手続き、煩雑な行政手続」（60.0％）、「投資制度・手続き、ビザ・労働許可」（60.0％）、

「金融面、為替変動」（53.8％）、「原材料・部品調達、コスト」（50.8％）などである。
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問題点の筆頭として指摘された「労務問題、人材確保」は近年指摘が増加傾向にあったが、

今回は前年比 17.7ポイント増であった。近年進出が増加しているチェコ（14社中 12社）を

はじめハンガリー（24社中 18社）など人口規模の小さい国での指摘が多いが、人口規模が

中・東欧では最大のポーランドでの指摘は比較的少ない（15 社中 5 社）。人的資源が限られ

る中で日系および外資系企業の進出が増加し、新規進出企業にとっては採用、既進出企業に

とっては離職の防止など人材確保が大きな課題となっている。地元政府に対しても、人材育

成政策の充実が期待されている。

「投資制度・手続き、ビザ・労働許可」については、各国の回答企業の過半数が指摘してい

るが、特にハンガリーでの指摘が多い（24社中 17社）。「投資制度・手続き」の関連では、

「煩雑な行政手続」の指摘も上位にある（46.2％）。

 「金融面、為替変動」は前年比 12.9ポイント減ではあるが、依然、回答企業の過半数から

指摘がある。対ユーロで現地通貨高の傾向が続いており、ユーロ圏での販売のために生産活

動を行っている製造業にとっては不利な交易条件だ。

「原材料・部品調達、コスト」（50.8％）がこれに次ぐが、「原材料・部品調達、納期」（43.1％）、

「原材料・部品調達、品質」（38.5％）の指摘も上位にあり、原材料・部品調達が西欧同様、

中・東欧においても日系製造業の主要な懸案の一つであることを示している。

また、「規格・基準・認証、規制、CEマーク」の指摘（46.2％）が上位にあることは、EU

拡大に伴い、在中・東欧日系製造業が EUの制度・規制に対応する必要に迫られていること

を反映している。「労務問題、労働者の質」の指摘が前年比 11.6ポイント増の 43.1％となっ

ていることも注目される。ハンガリーでの指摘（24社中 14社）が際立って多い。「インフラ

の不備、道路」の指摘（41.5％）も上位にあるが、これはポーランドの回答企業の大半（15

社中 12社）が指摘している。これらの点については、EU資金を活用した早急な充実が期待

される。

このほか、「税制度・手続き、煩雑な手続き」、「労務問題、社会保障制度」（共に 40.0％）
が上位に来ている。
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Ⅴ．環境問題への対応について

・7割の企業が「EU環境規制への対応はコスト面に影響あり」。
・4割の企業が「地球温暖化対策がコストアップに影響あり」。

１．EU 環境規制の影響＊ 

経営上の問題点の中で環境規則の指摘が増加傾向にある。そこで、2003年８月施行の「廃

電子・電子機器リサイクル（WEEE）指令」、2006年 7月施行の「特定有害物質使用制限（RoHS）

指令」、現在制定作業が進行中で、2007 年春頃の施行が見込まれている「新化学品規制

（REACH）」の主な３つの環境規制につき、在欧日系製造業へのコスト面での影響や対応振

りを探ってみた。

 325 社の回答企業のうち上記 3 種の規制対象となる製品を扱う企業は、161 社と約半分の

49.5％となった。地域別には、西欧に 130 社（80.7％）、中・東欧に 27 社（16.8％）、トル

コに４社（2.5％）とほぼ地域分布に比例している。

 対象となる企業数が多い規制は、順番に、（1）RoHS 115社、（2）WEEE 66社、（3）

REACH 57社となり、RoHS の対象範囲の広さ、影響の大きさがうかがわれる〔図 5-1 参

照〕。

図 5-1 EU 環境規制の対象となる企業 

 日系企業の対応状況を３つの規制ごとに、「対応済」「作業中」「未着手」の３段階のなかか

ら選択するかたちで尋ねたところ、RoHS、WEEE の対象企業では、「未着手」との回答は

なく、「対応済」が半数をやや上回った。今後制度の詳細が明らかになる REACH について

も、3割以上（32.1％）が「対応済」としており、「未着手」は 16.1％にとどまった。

＊この項のみトルコのデータを含む。
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図 5-2 EU 環境規制への対応状況

 規制への対応が製品コストに与える影響を質問したところ、回答企業の６割以上（62.7％、

131社）が「ある程度影響あり（10％未満）」としており、「かなり影響あり（10％以上）」（8.1％、

17 社）も合せると「影響あり」は７割（70.8％、148 社）に及ぶ（「影響なし」は 29.2％、

61社）。

図 5-3 EU 環境規制への対応が製品コストに与える影響
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２．地球温暖化対策への取り組みと影響

 各国政府の協調の下、地球温暖化への対策が講じられている。企業経営に影響を及ぼす温

暖化対策の制度も動き始めた。そこで、地球温暖化対策（省エネ、CO2削減など）への取り

組みとコスト面での影響などについてきいた。

図 5-4 地球温暖化対策に対する姿勢

 回答企業の約半分（52.6％）が地球温暖化対策を「実施している（実施する予定）」として

おり、「実施を検討中」の２割（20.9％）も加えれば、７割以上（73.5％）が前向きな取り組

み姿勢をみせている。「実施している（実施する予定）」の割合は、西欧では６割弱（56.9％）

であるが、中・東欧では４割（36.5％）を下回っており、中・東欧に比べ西欧での取り組み

が先行しているようだ。なお、西欧においても約４分の１は「実施の予定はない（実施しな

い）」としている。

 続いて、「実施している」「実施を検討中」のどちらかに回答された企業に、実施の目的、

具体的な取り組み、コストへの影響などについてきいた。

（1）実施の主な目的（複数回答可）

 「社会的な企業としての環境貢献」をあげた企業が 59.8％と最も多く、「環境規制対応（省

エネ法など）」（54.8％）、「省エネなどによる製品コスト削減」（53.4％）と続く。「自社製品

に環境価値を付加する」も約４分の１（26.5％）の企業が目的としている。規制対応のみな

らず、前向きな目的で取り組んでいる企業が多いことがうかがわれる。

（2）具体的な取り組み方法（複数回答可）

 「省エネ手法を工場・事務所へ導入」（67.4％）と「ISO14000など環境関連規格を取得」

（66.0％）の２つに回答が集中している点が特徴的である。工場などでの現場対応を通じた
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取り組みや日系企業が導入に積極的な ISO 取得による手法が現実的かつ実際的であること

が背景にあると思われる。「省エネ設備（風力、太陽光、バイオマス）などを工場・事務所へ

導入」（12.1％）や「排出権、グリーン証書などを購入」（4.2％）は少数にとどまった。

（3）地球温暖化対策が貴社の製品コストに与える影響は？（複数回答可）

 コストに与える影響は、以下の 5段階の選択肢できいた。

①「かなりコストアップに影響した（10％以上）」

②「ある程度コストアップに影響した（10％未満）」

③「コストに影響はない」

④「ある程度コストダウンに影響した（10％未満）」

⑤「かなりコストダウンに影響した（10％以上）」

図 5-5 地球温暖化への対応が製品コストに与える影響 

上記の⑤は選択がなかったので捨象すると、残りの選択数と割合は、①3.3％、②37.0％、

③48.8％、④10.9％となり、③「影響はない」が最大で全体の半分近くを占めた。①と②を

合計した「コストアップに影響」は約４割（40.3％）を占め一定のコスト上昇の影響が見受

けられる。コストアップとの回答の割合は、中・東欧に比べ、西欧のほうでやや多い。

 地球温暖化対策を「実施の予定はない」と選択した回答者も含め、05年１月から開始され

た欧州排出権取引（EU-ETS）などについてきいた。

（4）EU-ETSの影響

 回答企業のうち、約８割（79.4％）という多数が、「大きな影響はない」との回答を選択し

た。一方、コスト増の指摘として、「エネルギーコスト（電力・ガス料金）のアップ」が 14.0％、

「部品調達コストのアップ」が 4.5％あった。3.5％は「自社工場に排出枠が割当てられた」
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との回答を寄せた。多くの企業が、目立った影響はない、としているものの、一部の企業は

コストアップなどで明らかに具体的な影響を感じているといえよう。

（5）国際的な枠組みである京都議定書（京都メカニズム）と EU-ETSがリンクする EU指

令が発効していることを念頭に置いた今後の地球温暖化対策（複数回答可）

回答企業（273社）のうち、約７割（70.3％）が「変更なし（これまでの方針を延長）」と

回答した。約３割（30.8％）が「関連する最新情報を収集」と答えた。「排出権獲得に向け積

極的に投資・出資などを検討」としたのは、僅かに 1.8％にとどまった。



SD Engineering (Europe) Sp.zo.o
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ト ル コ 編



－32－ 

Ⅰ．在トルコ日系製造業の概況 

 ---日日系製造業 16 社のうち、13 社が自動車および同関連企業 
 
今回の調査で確認された在トルコ日系製造業は 16 社であった（2005 年末時点）。業種別で

は、16 社のうち｢輸送用機械｣が３社、「同部品」が 10 社を占め、日系製造業のトルコ進出は自

動車産業が中心である。残る３社は、それぞれ｢食品･農水産加工｣、｢ゴム製品｣、｢その他製造

業｣である。 
 
 
 

Ⅱ．在トルコ日系製造業の経営の現状および見通し 
 
・2005 年の営業損益は、「黒字」が 72.7％、「均衡」が 9.1％、「赤字」は 18.2％。 
 
・2006 年の営業損益見通しは、「改善」と「悪化」がともに 36.4％。 
  
1．2005 年の営業損益は、前年に引き続き｢黒字｣が大勢 
 

2005年の営業損益について、回答企業 11社のうち「黒字」を見込む企業は 8社で、前年の
6社（回答企業９社）を上回った。「赤字」と答えた企業は前年の 0社から２社に増えた。「均
衡」は１社（前年は 3社）であった。〔図 1参照〕
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2．2006 年の営業損益見通しは「改善」、「悪化」、「横ばい」がほぼ同率 
 

2005 年と比較した 2006 年における営業損益の見通しは、「改善」と「悪化」がそれぞれ 4

社(36.4％)、「横ばい」が 3社（27.3％）と見解が割れている。〔図 2参照〕

2005 年のトルコの実質 GDP 成長率は 7.4％で、前年の 8.9％には及ばなかったものの個人

消費は堅調で、民間設備投資も 2ケタの伸びを維持した。成長率は 2002年から 4年連続で 5％

を超えており、90 年代にはなかった息の長い好況が続いている。しかし内需拡大、油価高騰

で輸入が膨らみ、経常収支赤字が 2005年に過去最高の GNP比 6.3％に達したことは、景気の

先行きにとって不安材料となっていた。

こうしたなか、2006 年春には米・欧・日が金融引き締めで足並みをそろえたことから、世

界的に過剰流動性が収縮、キャリートレード（金利の低い通貨で資金調達し、金利の高い通貨

で運用して利ザヤを稼ぐ手法）によってトルコを含む新興市場国へ流入していた投機資金の流

出が始まった。トルコリラは５～６月に対ドル、対ユーロともに 17.9％急落、株価も５～６月

に 19.5％大幅下落した。リラは８月末までに対ドル、対ユーロでそれぞれ 6.8％、9.2％上昇し

たが、この間トルコ中央銀行はインフレ抑制と通貨防衛のため 2度の利上げを実施、月賦販売

の比率が高い自動車の売れ行きに影響が出る可能性もある。本調査実施時（2006 年 1 月）は

こうした不安定な局面は予測できなかったものの、過熱気味の内需がそろそろ調整局面に入る

のではという懸念が、上記のようなまだら模様の営業損益見通しにつながったと見られる。        
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Ⅲ．調達･販売･生産体制  
  

 

 
(１) 現在の調達先  

---「日本」、「西欧」、｢進出国内｣が 3 大調達先 
 
在トルコ日系製造業 11 社の原材料･部品の主要調達先として、最も多い国･地域は「日本」、

「西欧」が８社で同数、次いで｢進出国内｣が７社となっている。〔表１参照〕

 

 
 

 

 

 

(２) 今後の調達方針 

--- 調達先を欧州域内に絞っていく方向 
 
在トルコ日系製造業は、「日本」からの調達を「現状維持」あるいは「縮小」させる一方で、

「進出国内」および「西欧」からの調達は「拡大」、「現状維持」する方針である。「中・東欧」

から調達を行っている企業は２社のみだが、「現状維持」と回答した。他方、「アジア」「その

他」を調達先とした企業は２社で、いずれも「縮小」と回答した。調達先を欧州域内に絞って

いこうとする傾向が読み取れる。〔図 3参照〕

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・｢日本｣、｢西欧｣、｢進出国内｣が３大調達先。 

・｢日本｣からの調達は「縮小」、「進出国内」と「西欧」で「拡大」方針｡
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２．販売先 
 
・国内、欧州市場を主軸に周辺国にも販売を拡大。 

・今後は｢国内｣、「中・東欧」向け販売を強化。 
 
 
(１) 現在の販売先  

--- 隣接する中東諸国にも販売先が拡大 
 
在トルコ日系製造業 11社の販売先として、最も多い国･地域は、「進出国内」11社、次いで、

「西欧」６社、「中･東欧」２社、「日本」２社、「その他」２社であった。「その他」のうち１

社は「米国」を挙げたのに対し、もう１社は「シリア、サウジアラビア、イラン」という周辺

国を挙げた。在トルコ日系製造業は国内市場を主要販売先とするものの、欧州･周辺国への輸

出拠点でもあることがわかる。〔表 2参照〕

 
 

 
 

 

 

(２) 今後の販売先方針 
---｢国内｣、「中東欧」向け販売で「拡大」が大勢 

 
在トルコ日系製造業は、今後「国内」、「中・東欧」市場での販売を「拡大･強化」する方針

である。「国内」向けに販売を行っている企業 11 社のうち、８社が「拡大」と回答している。

「中・東欧」では販売を行う２社ともに「拡大」と答えた。「西欧」向け販売を行う６社は、「拡

大」、「現状維持」がそれぞれ３社ずつに分かれた。〔図 4参照〕
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Ⅳ．経営上の問題点 
 

・「（貿易の）煩雑な行政手続き」と「CEマーク」が経営上の問題点の１、２位。

 
 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回（2005年）の調査では、回答企業 11社中 10社が「貿易制度･手続き：煩雑な行政手続

き」を最大の経営上の問題点と指摘した。前回調査の順位は５位であった。２位には「規格･

基準・認証、規制：CE マーク」が、前回の３位から浮上した。この２つの問題点には密接な

関連があると考えられる。外国貿易庁は、2004 年２月 14 日付官報（No.25373）公示の通達

第 2004/9号、４月 10日付官報(No.24529)公示の通達第 2004/22号で、玩具、医療機器、埋め

込み式能動医療機器、機械、低電圧電気機器、電磁環境両立性に分類される多様な製品に CE

マーキングを義務付けた。トルコが導入した CE マーキングでは、EU が定めた手続きとは異

なる書類提出や検査が求められることが多く、導入当初は通関が完全にストップするほどの大

混乱が生じた。つまり「CEマーキング」は単なる「規格・基準･認証、規制」の一つではなく、

通関障害という「貿易制度・手続き」上の問題にもなっている。その後、同年５月４日付官報
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(No.25452)公示の通達第 2004/29号で、EUから輸入された玩具、医療機器、埋め込み式能動

医療機器については、CE 基準適合についての検査を義務付けないとするなど、緩和措置がと

られた。しかし、中国を中心とした東アジアからの輸入抑制が隠れた導入目的とされているこ

ともあり、トルコへ製品を輸出した日本企業の通関障害が、その後も頻繁に報告されている。

３位、４位は、前回調査では２位、１位に挙げられた「金融面：為替変動」、「投資制度・手

続き：ビザ･労働許可」だった。2002年まで主要通貨に対して下落一辺倒だった通貨トルコリ

ラは、2003年以降、特にドルに対して増価し、2006年春までリラ高傾向が続いた。輸出産業

からは「中銀の利下げペースが遅く、リラ高を容認している」という不満も出ていた。「ビザ・

労働許可」については、2003年から 04年にかけて行われた外国人の就労許可に関する法改正

で、所管官庁が財務庁から労働社会保障省へ変わり、就労許可取得に要する時間が長期化する

問題が生じた。その後、日本大使館、日本人会が直接労働社会保障省に改善を働きかけた結果、

2005 年は状況が大きく改善された模様であるが、エンジニアの就労許可取得が困難であるな

どの問題が残っている。

このほか今回調査の特徴として挙げられるのは、前回まで１～２社が指摘するにとどまって

いた「労務問題：労働コスト」が６位に浮上したこと、常に５位以内に入っていた｢原材料・

部品調達：品質｣が９位へ順位を下げたことである。「労働コスト」の上昇は近年のリラ高傾向

が主因と思われるが、ジェトロが毎年実施している「投資コスト比較調査」でも、トルコの「労

働コスト」は中・東欧諸国と比べて特に管理職クラスで高いことが指摘されている。「品質」

については、在トルコ日系製造業の中には、「（トルコでは）ほぼ日本と同じ品質のものが作れ

る」という評価もあるようだ。

 

V．EU 加盟交渉への対応について 
 
・EU法体系と国内法の整合に伴うコスト増については、まだ「情報収集」段階。

・自社製品が EU環境規制の対象となっているのは４社のみ。 
 
 

2005年 10 月に始まった EU加盟交渉は、35 の交渉分野について順次「スクリーニング」

（EU法の導入・施行に備え、国内法との整合を調べる作業）が行われていたが、2006年６月

に「科学・研究」分野のスクリーニングが終了、本交渉に入った。今後 EU法体系（アキ・コ

ミュノテール）と国内法の整合が進めば、従来の法･制度、基準･認証が大幅に改変される可能

性がある。

こうしたアキ整合プロセスへの対応策を聞いたところ、回答企業 11 社のうち５社が「対応

策を取っている」、６社が「取っていない」と回答した。具体的な対応策は、５社のうち４社

が「情報収集」にとどまり、「整合に伴うコストの試算」や「コスト削減に向けた生産体制の

見直し」にまで踏み込んでいるのは１社のみだった。EUは交渉開始時に「2014年以前にトル
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コが加盟する可能性はない」と明言しているため、企業側の対応もそれに合わせたペースにな

っているようだ。〔表５、６参照〕

 在トルコ日系製造業の中で、自社製品が「EU 環境規制の対象になる」と回答したのは４社

のみだった。内訳は（複数回答）、「WEEE」２社、「RoHS」３社、「REACH」３社だった。

規制への対応が製品コストに与える影響について尋ねたところ、回答企業６社のうち２社が

「影響なし」、４社が「ある程度影響あり（10％未満）」と答えた。
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付属資料：集計表
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表3-1-1 地域・国別現在の主な販売先＜複数回答可＞
上段：回答企業数（社）、下段：構成比（％）

204 278 111 29 46 42 12 18 29 302

67.5 92.1 36.8 9.6 15.2 13.9 4.0 6.0 9.6 100.0

77 83 22 8 12 8 2 7 9 84

91.7 98.8 26.2 9.5 14.3 9.5 2.4 8.3 10.7 100.0

24 32 8 1 4 5 3 2 3 33

72.7 97.0 24.2 3.0 12.1 15.2 9.1 6.1 9.1 100.0

22 27 13 5 7 4 3 4 2 27

81.5 100.0 48.1 18.5 25.9 14.8 11.1 14.8 7.4 100.0

10 20 9 3 4 4 - 1 3 20

50.0 100.0 45.0 15.0 20.0 20.0 - 5.0 15.0 100.0

9 17 10 4 6 1 - - 2 17

52.9 100.0 58.8 23.5 35.3 5.9 - - 11.8 100.0

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

3 11 1 - - 2 1 - 4 12

25.0 91.7 8.3 - - 16.7 8.3 - 33.3 100.0

17 21 2 - 3 2 - 1 2 22

77.3 95.5 9.1 - 13.6 9.1 - 4.5 9.1 100.0

3 3 1 1 1 - - - - 3

100.0 100.0 33.3 33.3 33.3 - - - - 100.0

1 2 1 2 - 4 - - - 6

16.7 33.3 16.7 33.3 - 66.7 - - - 100.0

2 3 2 1 - 2 - - - 5

40.0 60.0 40.0 20.0 - 40.0 - - - 100.0

3 3 3 2 1 2 1 1 2 3

100.0 100.0 100.0 66.7 33.3 66.7 33.3 33.3 66.7 100.0

3 3 4 1 1 - - - - 4

75.0 75.0 100.0 25.0 25.0 - - - - 100.0

4 8 2 - 1 - - - - 8

50.0 100.0 25.0 - 12.5 - - - - 100.0

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

178 233 78 28 40 34 10 16 27 244

73.0 95.5 32.0 11.5 16.4 13.9 4.1 6.6 11.1 100.0

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

2 2 - 1 - - - - 1 3

66.7 66.7 - 33.3 - - - - 33.3 100.0

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

180 235 78 29 40 34 10 16 28 247

72.9 95.1 31.6 11.7 16.2 13.8 4.0 6.5 11.3 100.0

5 10 5 - 1 3 - 1 - 15

33.3 66.7 33.3 - 6.7 20.0 - 6.7 - 100.0

9 10 11 - 4 2 1 1 2 14

64.3 71.4 78.6 - 28.6 14.3 7.1 7.1 14.3 100.0

1 3 2 1 - - - - - 4

25.0 75.0 50.0 25.0 - - - - - 100.0

11 21 15 - 1 2 1 - - 23

47.8 91.3 65.2 - 4.3 8.7 4.3 - - 100.0

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- 1 - - - 1 - - - 2

- 50.0 - - - 50.0 - - - 100.0

26 45 33 1 6 8 2 2 2 58

44.8 77.6 56.9 1.7 10.3 13.8 3.4 3.4 3.4 100.0

1 3 2 - 1 - - - - 4

25.0 75.0 50.0 - 25.0 - - - - 100.0

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

27 48 35 1 7 8 2 2 2 62

43.5 77.4 56.5 1.6 11.3 12.9 3.2 3.2 3.2 100.0

11 6 2 - 11 2 - 1 2 11

100.0 54.5 18.2 - 100.0 18.2 - 9.1 18.2 100.0

218 289 115 30 58 44 12 19 32 320

68.1 90.3 35.9 9.4 18.1 13.8 3.8 5.9 10.0 100.0

フランス

ポルトガル

イタリア

ベルギー

ルクセンブルク

オーストリア

スロベニア

ギリシャ

その他（中・東欧）

ポーランド

チェコ

スロバキア

ハンガリー

　トルコ

中
・
東
欧

エストニア

ラトビア

リトアニア

EU10

ルーマニア

ブルガリア

セルビア・モンテネグロ

　中・東欧

日本

　総　計

EU15

フィンランド

スウェーデン

ノルウェー

スイス

デンマーク

その他（西欧）

　西　欧

トルコ
回答企業
合計

オランダ

ドイツ

　EU25

英国

西
欧

スペイン

アイルランド

地域 国名
進出国内 その他中国

アジア(日
本･中国を
除く)

現在の主な販売先

西欧 中・東欧
ロシア･
CIS
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付属資料：製造業企業（国別）



－100－



－101－



－102－



－103－



－104－



－105－



－106－



－107－



－108－



－109－



－110－



－111－



－112－



－113－



－114－



－115－



－116－



－117－



－118－



－119－



－120－



－121－



－122－



－123－



－124－



－125－



－126－



－127－



－128－



－129－



CABELAUTO- Cabos para

Automóbeis, S.A.

Sumitomo Wiring

Systems Europe,Ltd. Sumitomo

Corp.UK Plc.

1992

Companhia Industrial de Resinas

Sintéticas, CIRES, S.A.
1960

FISIPE- Fibras Sintéticas de

Portugal, S.A. Mitsubishi International(Germany)
1973

JOROGASO- Indústria Portuguesa

de Equipamentos para Automó

veis, Lda.

1998

João de Deus & Filhos S.A
DENSO Thermal Systems

S.p.A (Italy)
2001

MITSUBISHI FUSO TRUCK

EUROPE - Sociedade Europeia de

Automóveis, S.A.

1990

NEC Portugal - Telecomunicações

e Sistemas, S.A.
1995

R&D

Nemoto Portugal-Química Fina,

Lda.
1990 R&D

PIONEER Technology Portugal,

S.A

Pioneer Technology

Belgium N.V.,Pioneer Europe N.V.
1995 CD

Salvador Caetano - Indústrias

Metalúrgicas e Veículos de

Transporte, S.A

1972

Shotic Europa-Indústria de Alumí

nio, Lda.
1998

Taiyo Technology Portugal, Lda. 2002

TESCO - Componentes para

Automóveis, Lda.
EUTIC 1993
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Uchiyama Portugal Vedantes, Lda. Uchiyama America Inc. 1996

Yazaki Saltano de Ovar, P.E.., Lda. 1992

Yazaki Saltano de Portugal, C.E.A.,

Lda.
1986

YKK Portugal, Lda. YKK YKK France Sarl. 1981
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SEWS-Components Europe Polska

Sp.zo.o

SD Engineering (Europe) Sp.zo.o
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付属資料：製造業企業（業種別）
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付属資料
R&D・デザインセンター
併設および単独企業

（国 別）
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CABELAUTO- Cabos para

Automóbeis, S.A.

Sumitomo Wiring

Systems Europe,Ltd. Sumitomo

Corp.UK Plc.

1992

Companhia Industrial de Resinas

Sintéticas, CIRES, S.A.
1960
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調 査 票



















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 C  JETRO 2006 

不許複製 

禁無断転載
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